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Some precedence researches of de facto standard strategy focus on “How to get de facto.” We, 
however, discuss a strategy for “peripheral firms,” who have never been majority in the traditional 
way of thinking, in standardization competition. In the present digital era, they can make “ex post 
facto compatibility” between two or more formats which competing each other. As the result of 
making compatibility, the peripheral firms can bridge the scale between all sort formats and can 
control an effectiveness of their network externalities. Such “inter-standard bridging” might make 
the peripheral firtmsacuire the competitive advantage over the sponsors of format proposals. 
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２．  収斂しないデファクト・スタンダード  
 
 ある製品が機能するために、複数の補完的な財やサービスが供給される必要がある場合、
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のあるソフトウエアを媒介とした仮想ネットワークが形成される（土井 , 2001）。この時、
製品の価値はネットワークの規模が大きくなるほど高まり、この性質はネットワーク外部













価格が下落することがある (延岡他 , 2006)。これらの同世代間の競争だけでなく、製品に
インストールド・ベースがある場合には、競争は新旧製品間でも生じるため、このことも
















３．  「後からの互換性」による規格間ブリッジ  
 
 デジタル技術が企業の競争環境を困難にしている一方で、デジタル技術は事後的な互換












この他の例としては、マイクロソフトの MS オフィスが挙げられる。MS オフィスはワ
ープロ、表計算、プレゼンテーションなどのアプリケーションが含まれた統合ソフトであ
る。MS オフィスは当初、Windows PC 用に開発されていたが、後にアップルの Mac 用の
MS オフィスも開発された。Mac は Windows に対して数の上で劣勢の規格であったが、
優れたユーザーインターフェースや個性的なデザインが評価され根強い人気を保っている。
しかし、ビジネス用途の PC としては、ワープロなどのアプリケーション・データの互換
性が重要であるため、Windows のネットワーク外部性の高さがユーザーに Mac という選
択を諦めさせていた。しかし、Mac 用の MS オフィスが開発されると、Windows と Mac
というハードや OS の仕様は異なったまま、アプリケーションのレベルで互換性が確立さ
れた。この時、Mac ユーザーにとってのネットワーク外部性の高さを規定する市場の規模
は、限定的ではあるものの Mac だけでなく Windows の市場も包含したものとなる。すな


















1994 年 12 月 CD(Compact Disc)の開発メーカーであったソニー・フィリップスは CD
と同じ基板厚 1.1ｍｍのディスクに 3.7GB の記録が可能なデジタル・ビデオ・ディスク規
格 MMCD（Multimedia CD）を発表。その翌月の 1995 年 1 月には、松下（現パナソニッ
ク）・東芝が基板厚 0.6mm の 2 面構造で 1 枚あたり 5GB の記録が可能な SD(Super Density 
Disc)規格を発表し、DVD(Digital Versatile Disc)の規格競争が始まった。DVD の規格間
競争は、当初ベータ対 VHS のビデオ戦争の再燃になるとも思われたが、同年 12 月には
SD 規格をベースに MMCD 方式の記録符号化方式などの長所も取り入れる形で再生専用
DVD 規格の統一化が図られ、現在の 4.7GB の記録が可能な DVD-ROM、DVD-Video の規
格が制定された。この時、DVD 規格の推進と追加規格の制定を行う標準化団体として DVD
フォーラムが設立された。  
 再生専用 DVD 規格で一度は規格の統一がなされたものの、記録型規格の制定にあたっ
て DVD フォーラム内で規格競争が再燃、ライトワンス（1 度のみ書き込みが可能）型、書
き換え可能型ともに多数の規格が乱立した。  
 DVD フォーラムにおいて最初に制定された記録型規格は、1997 年 4 月に制定されたラ
イトワンス型の DVD-R 規格であった。DVD-R は DVD-ROM と互換性が高く、当初の記
録容量は 3.95GB であったが、その後制定された Ver.2 では、DVD-ROM と同じ 4.7GB の
記録が可能になっている。  
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DVD-RAM 方式は、松下・東芝が強く推進する規格で、1 枚のディスクの中でデータと映
像の共存が可能であるなど技術的長所があったが、DVD-ROM との互換性は低かった。  
 データ記録を重視した DVD-RAM に対して、パイオニアは CD-RW の技術を用いて、既
存の DVD-Video との互換性が高い DVD-RW 規格を開発した。また、ソニー・フィリップ
ス・ヒューレットパッカードの 3 社は、DVD-RW とは異なる技術を用いて、既存の
DVD-Video プレーヤーでの再生が可能な DVD+RW の規格を提唱、＋RW 規格の普及促進
のための標準化団体として DVD+RW アライアンスが DVD フォーラムとは別に組織され
た。DVD+RW アライアンスはライトワンス型規格として 2001 年 5 月に DVD+R 規格を制
定している。  
 2000 年 2 月に DVD-RW は DVD フォーラムによって書き換え可能型 DVD の 1 規格と
して DVD-RAM と並んで認定されたが、DVD+RW は DVD フォーラム非認定の独自フォ
ーマットとして存在していた。規格標準化の上では、DVD-RAM と DVD-RW が DVD フォ
ーラム認定の規格、DVD+RW は独自の規格であったが、実際には、ソニーが日本国内の
DVD レコーダーの商品化においては DVD-RW 方式を採用するなど、DVD-RW と DVD+RW
方式の間で歩み寄りが進んだ。2000 年 5 月には、パイオニア・ソニー・シャープなどの録
画機メーカーと TDK、日立マクセルなどのディスクメーカーを合わせた 12 社が RW プロ
ダクツ・プロモーション・イニシアティブ (RWPPI)を設立し、DVD-RW/+RW の記録・再
生互換の検討が進められた。以降、DVD レコーダー業界では、ソニー・パイオニアなどの




 現在製品化されている記録型 DVD 規格を整理すると、ライトワンス型が DVD-R と
DVD+R の 2 種類、書き換え可能型が DVD-RAM、DVD-RW、DVD+RW の 3 種類の合計 5
種類の規格が併存している。  
これらの規格は、それぞれ異なる長所と短所を持ち、いずれかの一つがデファクト・ス
タンダードを確立するという状況ではなかった。DVD-RAM は最も早くから DVD フォー
ラムで認められた規格であり、書き換えに特化した仕様となっているのが特徴である。そ
のため PC データとビデオデータの混在などの利点も高かったが、書き換えに特化したた
め従来の DVD-ROM との互換性がなかった。それに対して、DVD-RW や DVD+RW は、
既存の DVD-ROM との互換性の高さが特徴であったが、ランダム・アクセス性は
DVD-RAM よりも劣っていた。DVD-R や DVD+R は、記録メディアは低価格であるが、
ライトワンス型のため、VTR のような繰り返し記録は出来ない。  
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日立の DVD ドライブ開発は韓国 LG 電子との合弁会社によって行われている。2000 年
11 月に設立された日立 LG データストレージ（以下、日立 LG）は、日立５１％、LG 電子
４９％の出資比率により設立された DVD/CD ドライブ開発メーカーである。LG 電子は
CD-ROM ドライブの開発技術に優れ、DVD ドライブ開発に優れた日立とは相互補完的な
関係にあり、そのことが合弁事業につながったと設立時のプレスリリースは述べている。
日立 LG は、ドライブの開発と設計を担い、生産は日立と LG 電子（主に LG 電子の工場）
に委託している。日立 LG の開発拠点は日本側にあり、DVD ドライブの開発は事実上、日
立側の開発部隊が行っている。  
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早い時期から DVD-RW との互換機を開発していたが、対立する DVD-RAM との互換性は
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図２．DVD ドライブ市場シェア  
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の構造的空隙 (Structural Holes)的な一に存在していると考えられる  




























































































 話は変わるが、規格間ブリッジの「ブリッジ」とは 2 つの凝集的ネットワークを結ぶ 2
点間の唯一のパスのことであり（Harary, Norman, & Cartwright, 1965）、本稿でいえば
































が、Blu-ray という統一規格を提唱したり、Blu-ray が HD-DVD と規格対立を行っていた
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